
令和６年度 

地方公共団体金融機構 

決 算 報 告 書 

自  令和６年 ４月 １日 

至  令和７年 ３月 31日 

地方公共団体金融機構 



貸借対照表（令和７年３月31日現在） （単位：百万円）

備 考

22,721,800 22,700,180 △ 21,619

1,066,898 1,180,700 113,802

1,590 - △ 1,590

5,272 6,527 1,255

7,595 6,390 △ 1,204

- 25 25

23,803,156 23,893,823 90,667

18,834,213 18,677,661 △ 156,551

521,900 529,500 7,600

328,221 370,616 42,395

6,436 6,341 △ 94

- 63 63

- 10 10

- 78 78

- 11 11

926,505 931,870 5,365

926,505 931,870 5,365

2,727,511 2,928,649 201,138

2,200,000 2,200,000 -

526,192 727,327 201,135

1,319 1,321 2

23,344,787 23,444,803 100,016

16,602 16,602 0

399,006 406,639 7,633

399,006 406,639 7,633

△ 15,048 △ 32,029 △ 16,981

57,809 57,808 △ 0

458,369 449,020 △ 9,348

23,803,156 23,893,823 90,667

（５）有形固定資産及び無形固定資産は、新業務システムに係る経費が予定を下回ったこと等による減

（３）金融商品等差入担保金は、担保付スワップ（CSA）契約に基づく担保の差入額が予定を下回ったことによる減

（９）基本地方公共団体健全化基金は、公営競技納付金が想定を上回ったこと等による増

（12）評価・換算差額等は、予算策定時からの金利変動による繰延ヘッジ損益の減

（４）その他資産は、未収収益が予定を上回ったことによる増

３．その他

会計規程第三十八条第三項の規定に基づき定めた決算報告書作成基準に準拠して、決算報告書を作成している。

（６）債券は、債券発行額が予定を下回ったことによる減

（11）一般勘定積立金は、当期純利益が予定を上回ったことによる増

「有価証券及び現金預け金」及び「有形固定資産及び無形固定資産」の予算額を訂正している。

（７）借入金は、新規借入額が予定を上回ったことによる増

（８）金融商品等受入担保金は、担保付スワップ（CSA）契約に基づく担保の受入額が予定を上回ったことによる増

（２）有価証券及び現金預け金は、公庫債権金利変動準備金及び金融商品等受入担保金が予定を上回ったこと等による増

（１）貸付金は、貸付額が予定を下回ったことによる減

（10）公庫債権金利変動準備金は、国庫納付時期が一部見直しになったことに伴う国庫納付の減額による増

２．予算額と決算額の差額が10億円以上の区分とその理由

利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

（重要な会計方針及びその他の注記）

地方公共団体金融機構法第三十六条第一項及び第二項の規定により総務大臣に提出するため、地方公共団体金融機構

【注記事項】

管 理 勘 定 利 益 積 立 金

１．作成目的及び作成基準

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産 及 び 無 形 固 定 資 産

賞 与 引 当 金

そ の 他 負 債

基 本 地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

役 員 賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

前 払 年 金 費 用

特 別 法 上 の 準 備 金 等

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

金 利 変 動 準 備 金

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

負 債 合 計

地 方 公 共 団 体 出 資 金

一 般 勘 定 積 立 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

令 和 ６ 年 度 決 算 報 告 書

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額

貸 付 金

有 価 証 券 及 び 現 金 預 け 金

資 産 合 計

債 券

借 入 金

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金
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損益計算書（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで） （単位：百万円）

備 考

199,223 208,625 9,402

185,350 191,146 5,796

貸 付 金 利 息 185,302 185,718 416

有価証券利息及び預け金利息 0 2,692 2,692

金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 - 1,657 1,657

そ の 他 の 受 入 利 息 47 1,078 1,031

62 62 0

- 3 3

13,811 17,413 3,602

地方公共団体健全化基金受入額 13,800 17,304 3,504

そ の 他 の 経 常 収 益 11 108 97

123,894 125,816 1,922

114,405 116,879 2,474

債 券 利 息 112,983 115,445 2,462

借 入 金 利 息 1,422 1,323 △ 98

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 - 109 109

251 264 13

3,038 3,744 706

6,201 4,928 △ 1,272

人 件 費 1,061 1,019 △ 41

業 務 費 3,244 2,363 △ 880

そ の 他 の 営 業 経 費 1,896 1,544 △ 351

75,328 82,808 7,480

232,100 32,097 △ 200,002

230,000 30,000 △ 200,000

2,100 2,097 △ 2

277,562 78,673 △ 198,888

47,562 48,673 1,111

230,000 30,000 △ 200,000

29,865 36,232 6,367

（３）その他の受入利息は、繰上償還補償金が予定を上回ったことによる増

（７）公庫債権金利変動準備金繰入額は、繰上償還補償金が予定を上回ったことによる増

（６）公庫債権金利変動準備金取崩額及び国庫納付金は、国庫納付時期が一部見直しになったことに伴う国庫納付の減

額による減

役 務 取 引 等 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

会計規程第三十八条第三項の規定に基づき定めた決算報告書作成基準に準拠して、決算報告書を作成している。

（４）地方公共団体健全化基金受入額は、公営競技納付金が想定を上回ったことによる増
（５）債券利息は、金利が想定を上回ったことによる増

２．予算額と決算額の差額が10億円以上の区分とその理由

特 別 損 失

（２）金利スワップ受入利息は、予算では計上していなかったことによる増

（重要な会計方針及びその他の注記）

地方公共団体金融機構法第三十六条第一項及び第二項の規定により総務大臣に提出するため、地方公共団体金融機構
１．作成目的及び作成基準

【注記事項】

（１）有価証券利息及び預け金利息は、金利が想定を上回ったことによる増

経 常 利 益

公庫債権金利変動準備金取崩額

当 期 純 利 益

国 庫 納 付 金

公庫債権金利変動準備金繰入額

利 差 補 て ん 積 立 金 取 崩 額

特 別 利 益

営 業 経 費

経 常 費 用

資 金 運 用 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 業 務 費 用

差 額
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経 常 収 益

区 分 予 算 額 決 算 額
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